
 

龍ケ崎市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準に関す

る条例 

平成２２年３月２５日 

条例第１号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」

という。）第２９条第１項の規定による開発行為の許可及び法第４３

条第１項の規定による建築等の許可の基準に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(1) 線引日 法第７条第１項に規定する市街化区域と市街化調整区域

との区分に関する都市計画が決定された日をいう。 

(2) 既存集落 市街化調整区域において自然的社会的条件から一体的

な日常生活圏を構成していると認められる地域であって，おおむね

５０以上の建築物が連たんしているものをいう。 

(3) 専用住宅 一戸建ての住宅であって，人の居住の用以外の用に供

する部分がないものをいう。 

 

（法第３４条第１２号の規定により条例で定める開発行為） 

第３条 法第３４条第１２号の規定により条例で定める開発行為は，次

の各号のいずれかに該当する開発行為とする。 

(1) 既存集落（規則で定めるものに限る。）内において，当該既存集

落が存する市街化調整区域に係る線引日前から土地を所有する者そ

の他規則で定める者が，自己の居住の用に供する専用住宅（以下「自

己用住宅」という。）を必要とするやむを得ない理由により，当該

土地において，自己用住宅の建築を目的として行う開発行為であっ

て，規則で定める要件に該当するもの 

(2) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第

８条第２項第１号に規定する農用地区域に囲まれていることその他



 

の理由により市街地が無秩序に拡大するおそれがないと認められる

規則で定める規模の集落内において，当該集落が存する市街化調整

区域に係る線引日前に本籍又は住所を有していた者であって，当該

集落内に土地を所有するもの（当該土地を取得することが確実であ

ると認められる者を含む。）その他規則で定める者が，自己用住宅

を必要とするやむを得ない理由により，当該土地において，自己用

住宅の建築を目的として行う開発行為であって，規則で定める要件

に該当するもの 

(3) 専用住宅であって，当該専用住宅の敷地が存する市街化調整区域

に係る線引日に現に存するもの又は当該線引日後に法第２９条第１

項の規定による開発行為の許可若しくは法第４３条第１項の規定に

よる建築等の許可を受けて建築されたものの世帯主と住居及び生計

を一にする親族（過去において，当該世帯主と住居及び生計を一に

していた親族を含む。）が当該専用住宅の敷地又は当該専用住宅の

敷地に隣接する土地において，自己用住宅の建築を目的として行う

開発行為であって，規則で定める要件に該当するもの 

(4) 自己用住宅であって，当該自己用住宅の敷地が存する市街化調整

区域に係る線引日に現に存するもの又は当該線引日後に法第２９条

第１項の規定による開発行為の許可若しくは法第４３条第１項の規

定による建築等の許可を受けて建築されたものの改築又は増築をし

ようとする場合（当該改築又は増築が当該自己用住宅の敷地の拡張

を伴う場合に限る。）において，当該改築又は増築を目的として行

う開発行為であって，規則で定める要件に該当するもの 

(5) 土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）その他の法令により土

地を収用することができる事業の施行により，建築物又は第１種特

定工作物（以下「建築物等」という。）を当該建築物等が存する当

該事業の施行に係る区域から移転し，又は除却する必要がある場合

において，当該建築物等の敷地面積と同程度の面積の敷地に，同一

の用途及び同程度の規模の建築物等の建築を目的として行う開発行

為であって，規則で定める要件に該当するもの 

 

（都市計画法施行令第３６条第１項第３号ハの規定により条例で定め



 

る建築物等） 

第４条 都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第３６条第１

項第３号ハの規定により条例で定める建築物等は，前条各号に規定す

る開発行為に係る建築物等の要件に該当する建築物等とする。 

 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

 

付 則 

この条例は，平成２２年１０月１日から施行する 


